
   ○長崎県市町村職員共済組合高額療養費特別支給金支給規程 

 

平成２１年１２月１５日 

規 程 第 ２ ３ ０ 号 

 

 （目的） 

第１条 この規程は、平成２０年４月２日から１２月３１日までの間において、月の初日

以外の日において７５歳に到達したことにより後期高齢者医療制度（長寿医療制度）の

被保険者となった長崎県市町村職員共済組合（以下「組合」という。）の組合員であっ

た者又はその被扶養者であった者（以下「特定期間年齢到達者」という。）について、

７５歳に到達し、医療保険が切り替わることにより家計の負担が増加することがあった

ことから、当該負担増加額に相当する額を高額療養費特別支給金（以下「支給金」とい

う。）として支給することについて必要な事項を定めることを目的とする。 

 （支給対象者） 

第２条 支給金の支給の対象者は、特定期間年齢到達者が７５歳に到達した日の属する月

（以下「到達月」という。）に受けた療養（以下「到達月の療養」という。）について、

高齢者の医療の確保に関する法律施行令等の一部を改正する政令（平成２０年政令第３

５７号。以下「改正令」という。）第７条による改正前の地方公務員等共済組合法施行

令（昭和３７年政令第３５２号。以下「施行令」という。）の規定により支給される高

額療養費及び他の公費負担（地方単独事業による負担を除く。以下同じ。）の支給後の

自己負担額（以下「改正前の施行令による自己負担額」という。）が、仮に改正令第７

条による改正後の施行令の規定を適用したとするならば支給されることとなる高額療養

費及び他の公費負担の支給後の自己負担額（以下「改正後の施行令による自己負担額」

という。）を超える者（以下「支給対象者」という。）とする。 

 （支給金の額） 

第３条 支給対象者に対して支給する支給金の額は、特定期間年齢到達者が属していた世

帯に係る到達月の療養について、改正前の施行令による自己負担額から当該療養につい

て改正後の施行令による自己負担額を控除して得た額とする。 

 （支給方法） 

第４条 支給金は、組合員（組合員であった者を含む。以下同じ。）からの申請に基づき、

組合において高額療養費特別支給金支給申請書の内容及び同意書の有無等を審査したう

えで、前条に規定する支給金の額がある場合に組合員に支給することとする。なお、支

給金の支給は、組合員からの申請後１月を目途に行うよう努めるものとする。 

 （支給金の額の計算の対象となる療養の範囲） 

第５条 支給金の額の計算の対象となる療養は、平成２１年１２月１８日までに組合にお

いて確認した療養とする。 

 （支給申請受付開始日及び支給申請期限） 

第６条 支給金の支給申請受付開始日は平成２１年１２月１日とし、支給申請期限は平成

２２年１月８日とする。なお、平成２２年１月８日以前の通信日付印のあるものについ

ては、支給申請期限までに申請されたものとする。 

 （申請が行われなかった場合等の取扱い） 



第７条 支給申請期限までに組合員からの申請が行われなかった場合は、支給金の受領を

辞退したものとする。また、支給の決定を行った後、振込不能等の事由により支給でき

なかった場合において、理事長が補正等を求めたにもかかわらず、平成２２年２月５日

までに組合員による補正等が行われなかったときは、当該申請は取り下げられたものと

する。 

 （雑則） 

第８条 この規程に定めるもののほか、支給金の支給に関し必要な事項は、理事長が別に

定める。 

   附 則 

 この規程は、公告の日から施行し、平成２１年１２月１日から適用する。 

 


